
様式９（添付１－３） 

 

令和４年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 
（Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 
地方公共団体名【  新潟市          】  

 

  

令和４年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

1 事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  日本語指導加配教員（４人）と日本語指導協力者（１４人）が実際に日本語指導を実施している。連

絡協議会・運営協議会を４回実施した。 

〇研修会と構成員 

①日本語指導派遣事業加配教員研修会・連絡協議会 （構成員：拠点校担当者、教育委員会） 

②第 1 回日本語指導派遣事業協力者研修会・連絡協議会 

（構成員：日本語指導協力者、協力者派遣校担当者、教育委員会） 

③日本語指導派遣事業研修会・運営協議会（構成員：日本語指導協力者、加配教員、国際交流協会担当

者、教育委員会） 

④第 2 回日本語指導派遣事業協力者研修会・連絡協議会（構成員：日本語指導協力者、協力者派遣校担

当者、教育委員会） ※新型コロナウィルス感染拡大防止のため協力者派遣校担当者は参加を取りやめ。 

２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

（１）地域の外国人児童生徒等指導体制の推進に係る運営協議会・連絡協議会の設置・運営 

①日本語指導派遣事業加配教員研修会・連絡協議会（４月）  

    ・日本語指導初期指導の効果的な実施方法    ・拠点校運営体制について など 

②第 1 回日本語指導派遣事業協力者研修会・連絡協議会（４月） 

    ・新年度事業実施体制や協力者の派遣について（派遣校、派遣回数等） 

    ・特別な教育課程実施及び個別の指導計画の作成について 

③日本語指導派遣事業研修会・運営協議会（8 月） 

    ・日本語指導推進事業運営体制の検討 ・日本語指導についての情報・交換 ・ICT の活用について 

④第２回日本語指導派遣事業協力者研修会・連絡協議会（２月） 

     ・今年度の派遣事業の状況 ・日本語指導においての情報交換 

（２）学校における指導体制の構築  

市内の外国籍及び帰国児童生徒数の実態に応じ、拠点校設置による指導体制の整備を行った。散在地域



に対応するため、日本語指導協力員を拠点校に設置し、周辺校への巡回等で、拠点的機能をより充実し、

個に応じた指導を行えるよう体制を整備した。 

（３）「特別の教育課程」による日本語指導の実施 

４月：「特別の教育課程」の編成と日本語指導の実施及び個別の指導計画作成についての説明会 

   （参加対象：加配教員、日本語指導協力者、協力者派遣校担当者） 

４月～７月：個別の指導計画の作成（各学校） 

９月～２月：個別の指導計画に基づく指導実践  

３月    ：達成目標の評価(各学校)  

（４）成果の普及 

日本語指導派遣事業の体制について市のホームページで紹介した。 

（５）学力保障・進路指導 

日本語指導協力者が入試の書類準備の助けを行い、教育委員会内での日本語指導担当と高等学校入試

担当が連携し、入試の手続きを円滑に行うことができた。 

（7）ICTを活用した教育・支援 

日本語指導派遣事業研修会・運営協議会（8月実施）で、グループでＩＣＴの活用について情報交換を行っ

た。 

（１０）日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣 

派遣総回数６６７回で、学校より要請のあった日本語指導が必要な児童生徒全てに派遣することができた。 

３．成果と課題  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

（１）地域の外国人児童生徒等指導体制の推進に係る運営協議会・連絡協議会の設置・運営 

〇４月当初に、日本語指導協力者と学校の担当者、管理職が情報を交換する機会があることで、日本語指

導を開始するための日程調整を円滑にでき、必要な情報を共有することができた。８月に日本語指導加配

教員と日本語指導協力者が集まることで、実際に困っていることなどを共有して、経験豊富な協力者から有

益なアドバイスをもらう機会となった。 

（２）学校における指導体制の構築  

〇加配教員の指導の効果については、８６％、支援員では、８７％が向上した。 

●指導計画の作成の重要性を研修で伝え、来年度は作成率をさらに向上させる。 

（３）「特別の教育課程」による日本語指導の実施 

〇対象幼児児童生徒53人に対し実施した。指導計画の作成については、46人の報告を受けた。 

●指導計画を作成する時間を研修会の中で丁寧に行い、作成率を向上させる。 

（４）成果の普及 

〇特設ページを更新した。 

●特設ページの更新頻度を多くし、内容面を向上させる必要がある。 

（５）学力保障・進路指導 

〇日本語指導協力者が入試の書類準備の助けを行い、教育委員会内での日本語指導担当と高等学校入

試担当が連携し、入試の手続きを円滑に行うことができた。 

（７）ＩCTを活用した教育・支援 

〇グループで話し合う中で好事例を共有することができた。日本語指導に有効なアプリについて、情報収集

に、使用できるように連携を図った。 

●タブレット端末の使用について、指導者によって差が大きい。使用のよさをさらに共有したい。 

（１０）日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣 

〇市内の学校からの要請があった日本語指導が必要な児童生徒全てに、加配教員と協力者で指導をすること

ができた。 

●児童生徒の母語と日本語指導協力者が使用できる言語の合致した割合は、３８％の状況である。 

本事業で対応した幼児・児童

生徒数 

 

幼稚園等 小学校 中学校 
義務教育 

学校 
高等学校 

中等教育 

学校 

特別支援 

学校 

 

1 人 

（  1園） 

 

 

 41 人 

（  24校） 

 

 

12 人 

（  9校） 

 

人 

（   校） 

 

 

 1 人 

（  1 校

） 

 

人 

（   校） 

 

 

人 

（   校） 

 



うち、特別の教育課程で指導

を受けた児童生徒数 
 

 

 41 人 

（ 24校） 
 

 

 12 人 

（  9校） 

 

 

人 

（   校） 
 

 

 0 人 

（  0校） 

 

 

人 

（   校） 
 

 

人 

（   校） 

 

４．その他（今後の取組予定等） 

・日本語指導が必要な児童生徒の増加に対応するために、新潟大学、国際交流協会、日本語指導協力者と連携を

密にして情報を集め、適宜面接を実施して、日本語指導協力者を増員する。 

※ 枠は適宜広げること。（複数ページになっても差し支えない） 成果物等があれば別途提出すること。 

※ 事業内容報告書の概要は、担当者・連絡先欄を除き、様式９（添付１）の５．成果イメージ資料のポンチ絵と

併せて、文部科学省ホームページで公開する。  


